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議第 9号
令和 4年度奈良県林業改善資金貸付金特別会計予算

　令和 4年度奈良県林業改善資金貸付金特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第 1条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ195，200千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

　　　　令和  4  年  2  月 25 日提出

� 奈 良 県 知 事　　　荒　　　井　　　正　　　吾　　　　　

議第 9号　令和 4年度奈良県林業改善資金貸付金特別会計予算
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　　第 1 表

歳　入　歳　出　予　算

　　　歳　入

千円

268,1金入繰1

1 一 般 会 計 繰 入 金 1,862

009,96金越繰2

1 繰 越 金

834,321入収諸3

04子利金預県1

2 貸 付 金 元 利 収 入 123,333

56入雑3

195,200

額金項款

歳 入 合 計

69,900

議第 9号　令和 4年度奈良県林業改善資金貸付金特別会計予算
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　　　歳　出

千円

1
水 循 環 ・ 森 林 ・ 景 観
環 境 費

195,200

1
林 業 改 善 資 金
貸 付 事 業 費

195,200

195,200

額金項款

歳 出 合 計

議第 9号　令和 4年度奈良県林業改善資金貸付金特別会計予算



-　 -49

議第10号
令和 4年度奈良県中央卸売市場事業費特別会計予算

　令和 4年度奈良県中央卸売市場事業費特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第 1条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1，867，600千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

（県　債）

第�2 条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第 1項の規定により起こすことができる県債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第 2表県債」による。

　　　　令和  4  年  2  月 25 日提出

� 奈 良 県 知 事　　　荒　　　井　　　正　　　吾　　　　　

議第10号　令和 4年度奈良県中央卸売市場事業費特別会計予算
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　　第 1 表

歳　入　歳　出　予　算

　　　歳　入

千円

1 使 用 料 及 び 手 数 料 401,433

1 使 用 料

460,662金入繰2

1 一 般 会 計 繰 入 金 266,064

453,11金越繰3

1 繰 越 金

947,301入収諸4

947,301入雑1

000,580,1債県5

000,580,1債県1

1,867,600

額金項款

歳 入 合 計

401,433

11,354

議第10号　令和 4年度奈良県中央卸売市場事業費特別会計予算
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　　　歳　出

千円

1 食 と 農 の 振 興 費 1,867,600

1 中 央 卸 売 市 場 事 業 費 1,867,600

1,867,600

額金項款

歳 出 合 計

議第10号　令和 4年度奈良県中央卸売市場事業費特別会計予算
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議第10号　令和 4年度奈良県中央卸売市場事業費特別会計予算

第 2 表
県　　　　　 債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

卸売市場施設整備事業 1，085，000
証書借入又
は債券発行
による。

年 8．0％
以内（ただ
し、利率見
直し方式で
借り入れる
資金につい
て、利率の
見直しを行
った後にお
いては、当
該見直し後
の利率）

借入先の融通条件に
よる。ただし、県の
財政の都合又は融通
条件により繰り上げ
をし、償還年限を短
縮し、又は低利債に
借り換えすることが
できるものとする。

千円
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議第11号
令和 4年度奈良県公債管理特別会計予算

　令和 4年度奈良県公債管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第 1条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ160，667，000千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

（県　債）

第�2 条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第 1項の規定により起こすことができる県債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第 2表県債」による。

　　　　令和  4  年  2  月 25 日提出

� 奈 良 県 知 事　　　荒　　　井　　　正　　　吾　　　　　

議第11号　令和 4年度奈良県公債管理特別会計予算
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　　第 1 表

歳　入　歳　出　予　算

　　　歳　入

千円

000,14入収産財1

1 財 産 運 用 収 入

004,684,49金入繰2

1 一 般 会 計 繰 入 金 80,677,637

2 特 別 会 計 繰 入 金 7,367,763

3 基 金 繰 入 金

006,931,66債県3

006,931,66債県1

160,667,000

額金項款

歳 入 合 計

41,000

6,441,000

議第11号　令和 4年度奈良県公債管理特別会計予算
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　　　歳　出

千円

000,766,061費債公1

1 公 債 費 160,667,000

160,667,000

額金項款

歳 出 合 計

議第11号　令和 4年度奈良県公債管理特別会計予算
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議第11号　令和 4年度奈良県公債管理特別会計予算

第 2 表
県　　　　　 債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

借 換 債 66，139，600

証書借入又
は債券発行
（他の地方
公共団体と
の共同発行
を含む。）
による。

年 8．0％
以 内

借入先の融通条件に
よる。ただし、県の
財政の都合又は融通
条件により繰り上げ
をし、償還年限を短
縮し、又は低利債に
借り換えすることが
できるものとする。

千円
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議第12号
令和 4年度奈良県育成奨学金貸付金特別会計予算

　令和 4年度奈良県育成奨学金貸付金特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第 1条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ73，200千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

　　　　令和  4  年  2  月 25 日提出

� 奈 良 県 知 事　　　荒　　　井　　　正　　　吾　　　　　

議第12号　令和 4年度奈良県育成奨学金貸付金特別会計予算
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　　第 1 表

歳　入　歳　出　予　算

　　　歳　入

千円

002,37入収諸1

1 貸 付 金 元 利 収 入 73,200

73,200

額金項款

歳 入 合 計

議第12号　令和 4年度奈良県育成奨学金貸付金特別会計予算
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　　　歳　出

千円

002,37費育教1

1 育 成 奨 学 金 貸 付 事 業 費

73,200

額金項款

歳 出 合 計

73,200

議第12号　令和 4年度奈良県育成奨学金貸付金特別会計予算
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議第13号
令和 4年度地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計予算

　令和4年度地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第 1条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ8，906，000千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

（県　債）

第�2 条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第230条第 1項の規定により起こすことができる県債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第 2表県債」による。

　　　　令和  4  年  2  月 25 日提出

� 奈 良 県 知 事　　　荒　　　井　　　正　　　吾　　　　　

議第13号　令和 4年度地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計予算
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　　第 1 表

歳　入　歳　出　予　算

　　　歳　入

千円

997,984,3金入繰1

1 一 般 会 計 繰 入 金 3,489,799

109,532,3入収諸2

1 貸 付 金 元 利 収 入 3,235,901

003,081,2債県3

003,081,2債県1

8,906,000

額金項款

歳 入 合 計

議第13号　令和 4年度地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計予算
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　　　歳　出

千円

000,609,8費構機院病1

1 病 院 機 構 費

2 病 院 機 構 公 債 費 3,235,901

8,906,000

額金項款

歳 出 合 計

5,670,099

議第13号　令和 4年度地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計予算
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議第13号　令和 4年度地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計予算

第 2 表
県　　　　　 債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

病 院 機 構 貸 付 事 業 2，180，300
証書借入又
は債券発行
による。

年 8．0％
以内（ただ
し、利率見
直し方式で
借り入れる
資金につい
て、利率の
見直しを行
った後にお
いては、当
該見直し後
の利率）

借入先の融通条件に
よる。ただし、県の
財政の都合又は融通
条件により繰り上げ
をし、償還年限を短
縮し、又は低利債に
借り換えすることが
できるものとする。

千円
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議第14号
令和 4年度奈良県国民健康保険事業費特別会計予算

　令和 4年度奈良県国民健康保険事業費特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第 1条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ129，712，000千円と定める。

2　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1表歳入歳出予算」による。

　　　　令和  4  年  2  月 25 日提出

� 奈 良 県 知 事　　　荒　　　井　　　正　　　吾　　　　　

議第14号　令和 4年度奈良県国民健康保険事業費特別会計予算
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　　第 1 表

歳　入　歳　出　予　算

　　　歳　入

千円

1 分 担 金 及 び 負 担 金 41,353,861

1 負 担 金

735,800,73金出支庫国2

1 国 庫 負 担 金

2 国 庫 補 助 金

841,33入収産財3

1 財 産 運 用 収 入

839,266,9金入繰4

1 一 般 会 計 繰 入 金 7,987,000

2 基 金 繰 入 金

615,356,14入収諸5

1 前 期 高 齢 者 交 付 金 41,341,030

603金付交等費付給養療2

3 共 同 事 業 交 付 金 312,180

129,712,000

額金項款

歳 入 合 計

41,353,861

25,323,035

33,148

1,675,938

11,685,502

議第14号　令和 4年度奈良県国民健康保険事業費特別会計予算
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　　　歳　出

千円

000,217,921費険保祉福1

1 国 民 健 康 保 険 事 業 費 129,712,000

129,712,000

額金項款

歳 出 合 計

議第14号　令和 4年度奈良県国民健康保険事業費特別会計予算
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議第15号
令和 4年度奈良県水道用水供給事業費特別会計予算

（総　則）

第 1条　令和 4年度奈良県水道用水供給事業費特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第 2条　業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴　給 水 団 体 数　　　　　　　　　　　　　　　11市12町 1 村

⑵　年 間 給 水 量　　　　　　　　　　82，000，000立方メートル

⑶　 1日平均給水量 　　　　　　　　　　　224，658立方メートル

⑷　主要な建設工事

　　　県域水道ファシリティマネジメント推進工事　 919，577千円

　　　県営水道施設強靱化工事　　　　　　　　　 2，378，333千円

（収益的収入及び支出）

第 3条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　入

　第 1款　事　業　収　益　　　　　　　　　　　　11，929，894千円

　　第 1項　営 　 業 　 収 　 益　　　　　　　　　10，784，944千円

　　第 2項　営　業　外　収　益 　　　　　　　　　1，144，950千円

　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　出

　第 1款　事　　業　　費　　　　　　　　　　　　10，601，201千円

　　第 1項　営 　 業 　 費 　 用 　　　　　　　　　9，653，710千円

　　第 2項　営　業　外　費　用 　　　　　　　　　　942，491千円

　　第 3項　予　　　備　　　費 　　　　　　　　　　　5，000千円

（資本的収入及び支出）

第�4 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額6，521，376千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額147，812千円、県域水道

ファシリティマネジメント推進積立金919，577千円、減債積立金120，000千円、過年度損益勘定留保資

金5，139，641千円及び当年度損益勘定留保資金194，346千円で補てんするものとする。）

　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　入

　第 1款　資 本 的 収 入 　　　　　　　　　　　　　871，389千円

第 1項　他会計からの助成金 　　　　　　　　　　 53，799千円

議第15号　令和 4年度奈良県水道用水供給事業費特別会計予算
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第 2 項　国　庫　支　出　金　　　　　　　　　　　27，577千円

第 3項　雑　　　　　　　入　　　　　　　　　　 790，013千円

　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　出

第 1款　資 本 的 支 出 　　　　　　　　　　　　7，392，765千円

第 1項　建　設　改　良　費 　　　　　　　　　5，116，630千円

第 2項　企 業 債 償 還 金 　　　　　　　　　2，265，151千円

第 3項　国庫補助金等返還金　　　　　　　　　　　10，984千円

（債務負担行為）

第 5条　債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　　　　　　　　　 項 期　　　　　間 限　　　　 度 　　　　額

県域水道ファシリティマネジメント
推 進 事 業 に か か る 契 約 令 和  5  年 度 1，004，946

県営水道施設強靭化事業にかかる契約 令和 5年度から
令和 6年度まで 944，236

送水管路移設事業にかかる契約 令和 5年度から
令和 7年度まで 2，980，483

送水管路更新事業にかかる契約 令 和  5  年 度 10，604

土 木 積 算 シ ス テ ム
更 新 事 業 に か か る 契 約

令和 5年度から
令和 6年度まで 17，920

（一時借入金）

第 6条　一時借入金の限度額は、2，000，000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 7条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第�8 条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外

の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　⑴　職 員 給 与 費　　　　　735，560千円

　　⑵　交　　際　　費　　　　　　　100千円

（他会計からの補助金）

第�9 条　水道用水供給事業の建設改良のための経費として、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額

は、26，299千円である。

千円

議第15号　令和 4年度奈良県水道用水供給事業費特別会計予算
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（たな卸資産購入限度額）

第10条　たな卸資産の購入限度額は、513，075千円と定める。

　　　　令和  4  年  2  月 25 日提出

� 奈 良 県 知 事　　　荒　　　井　　　正　　　吾　　　　　

議第15号　令和 4年度奈良県水道用水供給事業費特別会計予算
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議第16号　令和 4年度奈良県流域下水道事業費特別会計予算

議第16号
令和 4年度奈良県流域下水道事業費特別会計予算

（総　則）

第 1条　令和 4年度奈良県流域下水道事業費特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第 2条　業務の予定量は、次のとおりとする。

⑴　流域関連市町村数　　　　　　　　　　　　　　12市15町 1 村

⑵　年 間 処 理 水 量　　　　　　　　 132，663，000立方メートル

⑶　 1日平均処理水量　　　　　　　　　　 363，460立方メートル

⑷　主要な建設工事

　　　流域下水道施設耐震補強工事　　　　　　　　 704，414千円

　　　流域下水道施設老朽化対策工事　　　　　　 2，943，911千円

（収益的収入及び支出）

第 3条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　入

　第 1款　事　業　収　益　　　　　　　　　　　　13，257，794千円

　　第 1項　営 　 業 　 収 　 益　　　　　　　　　 7，190，301千円

　　第 2項　営　業　外　収　益　　　　　　　　　 6，067，493千円

　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　出

　第 1款　事　　業　　費　　　　　　　　　　　　13，257，794千円

　　第 1項　営 　 業 　 費 　 用　　　　　　　　　12，713，823千円

　　第 2項　営　業　外　費　用 　　　　　　　　　　543，971千円

（資本的収入及び支出）

第�4 条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額1，522，375千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額88，891千円及び過年度

損益勘定留保資金1，433，484千円で補てんするものとする。）

　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　　　入

　第 1款　資 本 的 収 入 　　　　　　　　　　　　3，680，658千円

　　第 1項　建　設　補　助　金　　　　　　　　　 2，000，643千円

　　第 2項　建　設　負　担　金　　　　　　　　　　 776，215千円

　　第 3項　企　　　業　　　債　　　　　　　　　　 903，800千円
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　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　出

第 1款　資 本 的 支 出 　　　　　　　　　　　　5，203，033千円

第 1項　建　設　改　良　費 　　　　　　　　　3，680，658千円

第 2項　企 業 債 償 還 金 　　　　　　　　　1，483，756千円

第 3項　固 定 資 産 購 入 費　　　　　　　　　　　38，619千円

（債務負担行為）

第 5条　債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　　　　　　　　　 項 期　　　　　間 限　　　　 度 　　　　額

流域下水道管理運営事業にかかる契約 令 和  5  年 度 49，500

補助流域下水道建設事業にかかる契約 令和 5年度から
令和 7年度まで 5，555，782

（企業債）

第�6 条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　率 償　　還　　の　　方　　法

流域下水道事業 903，800
証書借入又
は債券発行
による。

年 8．0％
以内（ただ
し、利率見
直し方式で
借り入れる
資金につい
て、利率の
見直しを行
った後にお
いては、当
該見直し後
の利率）

借入先の融通条件による。ただし、企
業財政の都合又は融通条件により繰り
上げをし、償還年限を短縮し、又は低
利債に借り換えすることができるもの
とする。

（一時借入金）

第 7条　一時借入金の限度額は、2，000，000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 8 �条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第�9 条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外

の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

千円

千円

議第16号　令和 4年度奈良県流域下水道事業費特別会計予算
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　　⑴　職 員 給 与 費　　　　　572，571千円

（他会計からの補助金）

第�10条　経営助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、400，000千円である。

　　　　令和  4  年  2  月 25 日提出

� 奈 良 県 知 事　　　荒　　　井　　　正　　　吾　　　　　
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